
特集特集

て
い
る
（
図
１
）。
ま
た
、
労
働
者
の
「
労
働
条
件
・

仕
事
の
負
担
に
関
す
る
悩
み
」
で
は
「
人
手
が
足
り

な
い
」（
55
・
7
％
）
が
「
仕
事
内
容
の
わ
り
に
賃

　深刻な人材不足に悩む介
護現場では、将来も「持続
可能な介護」とするため、
テクノロジーの利活用は避
けて通れない課題となって
います。介護報酬にも、機
器の導入による人員配置基
準の緩和が少しずつ取り入
れられています。介護ロボ
ットや ICT機器等の介護現
場での活用の今後を展望し
ます。

金
が
低
い
」（
39
・
8
％
）
よ
り
高
く
、
介
護
現
場

で
の
人
手
不
足
は
賃
金
よ
り
大
き
な
課
題
と
な
っ
て

い
る
。

介
護
現
場
で
の
人
手
不
足
は

賃
金
よ
り
大
き
な
課
題
に

　

全
職
業
の
有
効
求
人
倍
率
1
・
04
倍
に
比
べ
、
介

護
サ
ー
ビ
ス
の
有
効
求
人
倍
率
は
3
・
70
倍

（
２
０
２
１
年
２
月
現
在
）
と
、
人
材
不
足
の
状
況

は
変
わ
っ
て
い
な
い
。

　

直
近
の
「
介
護
労
働
実
態
調
査
」（
介
護
労
働
安

定
セ
ン
タ
ー
／
２
０
１
９
年
度
分
）
で
も
、
65
・

3
％
の
事
業
者
が
「
人
材
不
足
感
が
あ
る
」
と
回
答

（「
大
い
に
不
足
」、「
不
足
」、「
や
や
不
足
」
の
合
計
）、

職
種
別
で
は
訪
問
介
護
員
の
不
足
感
が
最
も
高
く

81
・
2
％
、
次
い
で
介
護
職
員
が
69
・
7
％
と
な
っ

図1・2・4…�「介護労働実態調査」（介護労働安定センター／2019年度分）より

「
持
続
可
能
な
介
護
」と

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
利
活
用
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2015 2016 2017 2018 2019（年）
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55.0

訪問介護員
介護職員
全体

61.3
62.6

66.6 67.2
65.3

60.3

63.3
66.9

69.2 69.7

77.7
80.2

82.4 82.1 81.2

介護人材の不足感の推移（職種別）図1

（円）

2014 2015 2016 2017 2018 2019

600,000

200,000

賞与
所定内賃金

217,894円 219,865円
227,635円 231,161円 234,873円 234,439円

560,116円
593,438円 598,379円 599,506円

（賞与支給割合）
70.3％

72.1％ 74.1％ 76.6％

（年）

介護職員の所定内賃金、賞与（正規職員、月給の者）の推移図2
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る
な
か
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
続
け
て
い
く
た

め
に
こ
れ
ま
で
に
と
ら
れ
た
人
材
確
保
対
策
は
、
職

員
の
賃
金
引
き
上
げ
を
目
指
し
た
介
護
職
員
処
遇
改

善
加
算
・
介
護
職
員
等
特
定
処
遇
改
善
加
算
、
外
国

人
介
護
人
材
の
受
け
入
れ
、
介
護
ロ
ボ
ッ
ト
や
Ｉ
Ｃ

Ｔ
機
器
等
の
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
機
器
の
導
入
等
で
あ
る
。

　

２
０
１
１
年
度
ま
で
交
付
さ
れ
て
い
た
介
護
職
員

　

少
子
高
齢
化

が
ま
す
ま
す
進

み
、
同
業
他
社

の
み
な
ら
ず
他

業
界
と
の
人
材

獲
得
競
争
も
激

し
く
な
っ
て
い

図3…第190回�社会保障審議会介護給付費分科会�　資料4より
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○介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅱ）を取得している施設・事業所における介護職員（月給・常勤の者）の平均給与額について、平成３１年
と令和２年を比較すると１８，１２０円の増となっている。

○介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅱ）を取得している施設・事業所における勤続年数１０年以上の介護福祉士（月給・常勤の者）の平均給
与額について、平成３１年と令和２年を比較すると２０，７４０円の増となっている。

平均給与額（月給・常勤の者） 令和２年２月 平成31年２月 差額

処遇改善
加算

特定処遇
改善加算

特定処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅱ）を取得した
施設・事業所の介護職員

特定処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅱ）を取得した
施設・事業所の勤続年数10年以上の介護福祉士

325,550円

366,900円

18.6％  51.4％ 54.0％ 25.9％

307,430円

346,160円

18,120円

20,740円

※1 調査対象となった施設・事業所に平成30年度と令和元年度ともに在籍している者の平均給与額を比較している。
※２ 平均給与額＝ 基本給（月額）＋ 手当＋ 一時金（10月～３月支給金額の1/6）
※３ 平均給与額は10円未満を四捨五入している。
※４ 処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅴ）を取得した施設・事業所の介護職員の平均給与額は、30.0万円（平成31年）から31.6万円（令

和2年）に増加（＋1.6万）。

※給与等の引き上げの実施方法は、調査対象となった施設・事業所に在籍している介護従事者全体
　（介護職員に限定していない）の状況

※ 令和元年度における取得状況
※ 特定処遇改善加算の取得割合は、処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅲ）の事業所に対する割合

給与等の引き上げの実施方法（複数回答）

処遇改善加算・特定処遇改善加算の取得状況（加算の種類別）

給与表を改定して賃金
水準を引き上げ（予定）

定期昇給を
実施（予定）

93.4％
85.4％
60.0％

１ 特定処遇改善加算を配分した職員の範囲（複数回答）

手当の引き上げ
・新設（予定）

賞与等の引き上げ
・新設（予定）

経験・技能のある介護職員
他の介護職員
その他の職種

69.1％
65.3％
64.4％
47.1％

生活相談員・支援相談員
看護職員
事務職員
介護支援専門員

10.3％

38.6％

41.5％

33.5％

２ 経験・技能のある介護職員の賃金改善の状況（一部複数回答）

月額平均８万円以上の賃金改善を実施

既に賃金が年額440万円以上となっている者がいる

※ 上位４職種を掲載

※ 上位４つを掲載

月額平均８万円以上となる者又は改善後の賃金が
年額440万円となる者を設定できなかった

改善後の賃金が年額440万円以上となる
賃金改善を実施

38.8％

38.2％

33.8％

31.2％

３ 特定処遇改善加算の届出を行わない理由（複数回答）

職種間の賃金バランスがとれなくなることが懸念

賃金改善の仕組みを設けるための事務作業が煩雑

介護職員間の賃金バランスがとれなくなることが懸念

計画書や実績報告書の作成が煩雑0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

加算（Ⅰ） 75.6%

加算（Ⅰ） 34.7% 加算（Ⅱ） 28.6%

加算（Ⅱ）
10.0%

加算（Ⅲ）
7.0%

加算（Ⅳ）
0.3%

加算（Ⅴ）
0.5%

50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

取得
93.5%

取得
63.3%

未取得
36.7%

未取得
6.5%

2020（令和２）年度介護従事者処遇状況等調査結果のポイント図3

労働力の確保ができる

職場に活気がでる

業務が軽減される

利用者が喜んでいる

業務の見直しができる

特に気になることはない

外
国
籍
労
働
者
を
受
け
入
れ

て
い
る
事
業
所
の
方
が

前
向
き
な
印
象

81.8

40.2

29.8

23.7

19.5

2.2

57.9

17.0

17.8

6.8

10.4

5.2

40.5

40.0

35.3

51.2

29.3

4.5

65.8

53.7

49.8

47.3

37.4

3.7

0 20 40 60 80 100（%）

※本調査では、介護事業所における外国籍の労働者を調査対象としたため「外国籍労働者」という表現を用いている。

受け入れている　 (n=600)
受け入れていない (n=8,300)

利用者等との意思疎通において不安がある

生活、習慣等の違いに戸惑いがある

コミュニケーションがとりにくい

できる仕事に限りがある（介護記録、電話等）

事業所のルールが理解できているか不安

その他

外
国
籍
労
働
者
を
受
け
入
れ

て
い
な
い
事
業
所
の
方
が

不
安
感
が
高
い
傾
向

外国籍労働者の活用に関する評価について（事業所調査、複数回答）図4
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